別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名:しいたけ産地強化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　林政部　森林整備課　技術支援担当　電話番号：058-272-1111（内3197）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,860千円（前年度予算額：1,360千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　原木シイタケ産地の低コスト生産体制の整備のため、かつての高単価時代の高コスト生産構造から、実勢単価に応じた低コスト構造への転換を促進するため、原木作業の機械化・共同化などに取り組む産地に対して県産原木の共同購入等に対して助成する。
　また、東日本大震災に起因する福島原発事故により、東北地方の原木の購入が困難なことから、県産原木への転換を促進する。
	２　所要経費


事業費：2,860千円
　内　訳：143千本×20円

　補助率：原木１本につき20円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　　・生産者が取り組むキノコなどの安定供給体制の構築や、機械化などによる競争力
の強化など特用林産物の振興を支援する
	２　これまでの取組状況


　産地活性化のため、原木作業の機械化・共同化など低コスト化に取り組んでいる生産者団体に対し、県内産の原木を共同購入することを条件として助成を行った。
（H22：2団体、63,600本）
　生産への投資指標となる原木仕入本数は減少傾向にあるが、その仕込本数に占める県内産原木の割合は増加している。
	３　これまでの取組に対する評価


　補助事業を開始した平成14年から平成22年までの生産量の減少率を比較すると、補助産地が23％減に対し、その他産地は76％と補助産地の約3倍の減少率を示し、これまでの取り組みにより生産量減少の抑制効果を得ている。
　県産原木の使用を助成条件にしていることから、県内森林資源の有効活用ができ、原木伐採の雇用機会の創出に繋がっている。

	１月２０日時点の査定額の考え方


県産原木への転換については、県産原木の方が安価であることから助成を見送ります。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,360

	要求額
	2,860
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,860

	1月20日時点査定額
	1,560
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,560

	決定額
	1,560
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,560


